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FAX 0187-63-6104

TEL 0182-32-1805

FAX 0182-33-2352

TEL 0183-73-5180

FAX 0183-72-6897

鹿角市、小坂町

大館市、北秋田市、
上小阿仁村

能代市、藤里町、
三種町、八峰町

秋田市、男鹿市、潟上市、
五城目町、八郎潟町、
井川町、大潟村

由利本荘市、
にかほ市

大仙市、仙北市、
美郷町

横手市

湯沢市、羽後町、
東成瀬村

北秋田地域振興局
農林部 農業振興普及課

山本地域振興局
農林部 農業振興普及課

秋田地域振興局
農林部 農業振興普及課

由利地域振興局
農林部 農業振興普及課

仙北地域振興局
農林部 農業振興普及課

平鹿地域振興局
農林部 農業振興普及課

雄勝地域振興局
農林部 農業振興普及課



　秋田県は、東京のほぼ真北約450kmの日
本海側にあって、北緯40度線が横断しており、
北京、マドリード、ニューヨークなどとほぼ同
じ緯度上に位置しています。県土の総面積は
11,612 で、南北181km、東西111kmに及
び、県全体の70.8％を森林が占めています。
全国の都道府県では6番目の広さで、東京都
の約5.3倍に相当します。
　気候は日本海岸気候で、冬期間の積雪寒冷
気象は農業振興を図るうえで制約条件となっ
ています。しかし、夏期は梅雨が短く、比較的
冷涼な気候であることから、野菜、花きの高
品質生産を図るうえで好適な条件となってい
ます。

　秋田県の農業は、積雪寒冷地
という立地条件に加え、全耕地
面積のうち、田が87.3%を占
めていることから、稲作に偏重
した生産構造となっています。
　農家数は、平成27年48,933
戸と年々減少してきています。
　しかし、専業農家の割合は
25.0%と20年前（平成7年）と
比較して17.1ポイント上昇し
（3,328戸増）、5ha以上を経
営する大規模農家の割合も
13.8%と20年前より10.5ポ
イント上昇（2,422戸増）してお
り、専業化と農地の集積により、
大規模化が進んでいます。
　農業就業人口は、54,642人
と減少傾向にあるほか、65歳
以上の割合は63.9%と高齢化
の進行は一層顕著になってい
ます。

　平成26年の農業産出額は、前年より243億円減少して1,473億円と
なり、全国における順位は、ここ数年20位前後となっています。
　産出額が減少した主な要因は“米”で、前年に比較して239億円減少し
ており、10アール当たり収量は596kgと前年より増加したものの、販売
価格が低下したことによるものです。
　一方、野菜や畜産は横ばいですが、花きは増加傾向にあり、26億円と
なっています。
　内訳をみると、米が52.5%、畜産が22.5%、野菜が16.0%、果実が
4.3%などとなっています。
　なお、これまでの推移を長期的に見ると、昭和60年から約25年の間に
農業産出額は大幅に減少（▲1,702億円）しましたが、米に依存する傾向
は（昭60：67.9%→平26：52.5%）徐々に低下しております。
　産出額の減少は、米の減少によるところが大きく、減少額1,702億円
のうち、米が1,382億円（81.1%）と大部分を占めております。この他、畜
産が141億円、果実が57億円、野菜が28億円それぞれ減少しておりま
す。
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平成26年 部門別農業産出額

県の事業～”未来農業のフロンティア育成研修”
こちらの受付窓口は、就農する市町村です。

未来農業の
フロンティア育成研修

未来農業の
フロンティア育成研修

■研修希望者の受講資格

 県と市町村が協調して研修奨励金を交付します。

 ［交付額］7.5万円程度／月（2年間）

・就農前の2年間、農業試験場や農業法人などで基礎研修と現地研修を受講（4月開講）します。
・お問い合わせは裏表紙の各地域振興局農林部農業振興普及課へ

※この他に、県外在住者を対象とした”あきたで農業を”定着サポート事業などがあります。

次に掲げる要件を満たし、市町村長の確認が得られる方
①新たに農業を始めようとする方又は現に農業を営む
方で、農業で自立しようとする意欲が高く、研修修了
後の県内就農が確実と見込まれる方。

②申請時の年齢が、おおむね45才未満の方

■農業次世代人材投資資金（準備型）が活用出来ます。この場合には、研修奨励金は交付しません。

県の事業～”地域で学べ！農業技術研修”
こちらの受付窓口は、就農する市町村です。

■研修対象者の要件

・就農前の1～2年間、市町村の実験農場や農業法人などの先進経営体で現場実践型の研修をします。
・お問い合わせは裏表紙の各地域振興局農林部農業振興普及課へ

※研修生を受け入れた先進経営体には、研修生1人当たり月4万円以内の謝礼が支払われます。

次に掲げる要件を満たす方
①新たに農業を始めようとする方又は現に農業を営
む方で、農業で自立しようとする意欲が高く、研
修修了後の県内就農が確実と見込まれる方。

②申請時の年齢が、おおむね50才以下の方

■農業次世代人材投資資金（準備型）が活用出来ます。この場合には、研修奨励金は交付しません。

国の事業～”農業次世代人材投資資金（準備型）”
こちらの受付窓口は、秋田県農業公社です。

農業次世代人材投資資金
（準備型）

農業次世代人材投資資金
（準備型）

 農業技術等の研修中に、資金を交付します。

 ［交付額］150万円／年（最長２年間）

・県が認めた研修機関や先進農家・先進農業法人で研修を受ける方で、以下の要件を満たす方が対象です。

※・県が実施する「未来農業のフロンティア育成研修」、「地域で学べ！農業技術研修」を対象にすることが
　  出来ます。

①就農予定時の年齢が原則として45歳未満の方 
②県が認めた研修機関等で概ね1年以上研修する方 
③研修終了後1年以内に就農する以下のいずれかの方 
・ 自ら農業経営を行う方（独立・自営就農）
・ 農業法人に雇用されて就農する方（雇用就農）
・ 親元就農し、5年以内に経営を継承（所有権移転が
必要）するか農業法人の経営者になる方（親元就農）

①適切な研修を行っていない場合
②研修終了後1年以内に独自・自営就農、雇用就農又は親元就農しなかった場合
③親元就農者が就農後5年以内に農業経営を継承（所有権移転）しなかった場合
④独自・自営就農者が就農後５年以内に認定新規就農者にならなかった場合
⑤独立・自営就農、雇用就農を交付期間の1.5倍（最低2年間）の期間継続しない場合
⑥就農状況報告、住所等変更報告、就農報告を行わなかった場合

■準備型資金の留意点（資金の返還となる場合）

地域で学べ！
農業技術研修
地域で学べ！
農業技術研修

 県と市町村が協調して研修奨励金を交付します。

 ［交付額］7.5万円程度／月（1～2年間）
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定植・直播

移植（10ha規模）

（10haで422万円の所得）

580kg
11万円
16時間
4.2万円

移植（30ha規模）

（30haで1,135万円の所得）

580kg
11万円
13時間
3.8万円

直播（5ha規模）

（5haで113万円の所得）

540kg
10万円
13時間
2.2万円

直播（5ha規模）

（5haで113万円の所得）

540kg
10万円
13時間
2.2万円

3,200kg
84万円
246時間
26万円

家族労働2人で夏どり40a、冬どり20aの栽培が
可能で、120万円程度の所得が期待できます。

1,000kg
82万円
282時間
22万円

家族労働2人で60aの栽培が可能で、
133万円程度の所得が期待できます。

4,200kg
233万円
1,355時間
92万円

家族労働2人で1,000㎡の栽培が可能で、
92万円程度の所得が期待できます。

主な品目の収益性

就農希望者の思いや抱える条件は様々ですが、
想定されるタイプ（コース）と就農支援は次のとおりです。

農家の跡継ぎとなる新規学卒就農者や、他産業従事から農業へと切り替えるＵターン就農者などの場合です。

①相談段階：就農希望の早期把握と就農相談による方向付けを行います。　
最初の相談窓口は、市町村や県の地域振興局農業振興普及課などを想定しています。

②研修段階：「未来農業のフロンティア育成研修」などの実践研修により、技術の習得や経営管理能力
の向上を図ります。
フロンティア研修では、「私の経営計画」の作成を通じて、その後の具体的な一歩を踏み
出しやすくします。

③準備段階：技術・経営指導とともに、国や県の補助事業・制度融資などを活用し、初期投資の軽減と
経営安定に向けた支援を行います。

④定着段階：指導農業士によるマンツーマン指導や、農業近代化ゼミナール活動などを通じた若手
農業者どうしの研鑽・交流活動などにより、更なるスキルアップを応援します。

新たに農業経営を開始しようとする、農業以外からの新規参入者などの場合です。
すぐに経営開始を希望する場合と、農業法人等で働いて相応の経験を積んでから独立を希望する場合の２通り
が想定されますが、いずれも自らの営農基盤を持たないことから、就農定着支援チームなどによる手厚い
サポートが必要です。

①相談段階：最初の相談窓口は、県新規就農相談センターなどを想定しています。
農業経験が少ない方には、「就農準備講座」の受講を通じて、本人に就農の可能性を考え
ていただきます。

②研修段階：生産から販売までを学ぶ「地域で学べ！農業技術研修」や、農業法人等で働きながら学ぶ、
国の「農の雇用事業」などの研修制度を活用し、技術の習得を支援します。

③準備段階：就農定着支援チームによるサポートを行うことにより、営農基盤の整備等に向けた
準備を進めていきます。
１の③の技術・経営指導や「新規就農者経営開始支援事業」による施設・機械等の導入支
援に加え、「移住就農まるごと支援事業」による営農開始時の立ち上げ経費などへ助成を
行い、経営を軌道に乗せるまでのリスクの軽減を図ります。

④定着段階：就農定着支援チームが継続的にフォローアップしていきます。

農業法人等で従業員として農業に携わろうとする者などの場合です。

①相談段階：最初の相談窓口は、新規就農相談センターなどを想定しています。
雇用就農先の確保に当たっては、ハローワークによる職業斡旋とともに、無料職業
紹介所の機能を持つ県新規就農相談センターの機能を最大限に活かしていきます。

②研修段階：国の「農の雇用事業」などの研修制度を活用し、就農希望者の技術習得を支援して
いきます。

③準備段階：農業法人等に雇用され、現場で仕事をしながら技術を習得します。

④定着段階：雇用就農後において独立を希望する場合は、２コースに準じて対応します。

タイプ別の就農支援のプロセス

1 学卒者・Ｕターン就農者（経営継承）コース

2 参入者（独立就農）コース

3 参入者（法人就職）コース
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就農定着支援チーム就農定着支援チーム
   新規就農者、特に農業以外から参入してくる方が自ら農業経営を開始するためには、様々な課題を解決す
る必要がありますが、本人の自助努力だけでは難しい場合が多く、関係機関・団体が総力を挙げて支援を行
う必要があります。
　このため、秋田県では、全ての地域振興局単位に、就農関係機関・団体の実務担当者を構成員とする「就農
定着支援チーム」を設置し、就農希望者の円滑な就農と地域への定着をサポートしています。

就農希望者本人からの要請に基づき、次のような支援を行います。
　・営農プラン作成に向けたアドバイス
　・農地・住居・中古農機等の情報収集・提供
　・公的補助・融資制度の紹介と有効活用に向けた支援
　・生産技術・経営管理ノウハウなどの指導
　・地域への溶け込みのサポート

「どんなことを支援するの？」

・地域振興局農林部（農業振興普及課）、市町村、
・市町村農業委員会
・農業協同組合
・地域内の指導農業士
・県農業公社の新規参入サポート専門員　など

「チームのメンバーは？」

○○地域就農促進会議

就農希望者就農希望者

重点
支援

（情報共有の場）

振興局

農　委 農　協

市町村

県公社 その他

案件毎に
「担当チーム」

を編成

案件毎に
「担当チーム」

を編成

○○地域就農定着支援チーム
（個別案件のサポート）

新規就農者の確保・育成における支援事業

新規学卒者

Ｕターン者

新規参入者

秋
田
県
内
で
就
農
・
定
着

支援体制

【各地域振興局・市町村等】 就農相談から研修、就農準備、定着支援まで総合的にサポート

就農相談

▼

Step 1
技術習得

▼

就農準備

▼

就農定着

▼
就　農
▼

「就農定着支援チーム」
によるフォローアップ

研修機関・営農現場
における実践研修

県農業公社の相談活動等
（3）“秋田で農業を”定着サポート事業

ミドル就農者経営確立支援事業 【県】

農業次世代人材投資資金（準備型） 【国】 農業次世代人材投資資金（経営開始型） 【国】

（4）県受入体制整備費 （各種研修の体制づくり）

（県内農業法人・先進農家等での短期・中期研修）

（3）“あきたで農業を”定着サポート事業

（1）啓発・準備研修

農の雇用事業 【国】

○農業経営準備研修
　（座学+実習研修）

○農業高校生インターンシップ研修
　（県内先進農家等での短期研修）

（2）未来を担う人づくり対策

○未来農業のフロンティア育成研修
　（2年）

○地域で学べ!農業技術研修
　市町村実験農場や先進農家等での研修
　（2年以内）

○農業青年海外研修
　※（（公社）国際農業者交流協会事業活用）

（5）

（機械・施設の導入支援）
　・認定就農者　補助率1/3以内 

　・農外からの新規参入者　補助率1/2以内

移住就農まるごと支援事業

（移住就農者へのハード・ソフト支援）

市町村との連携強化

4

9,600kg
268万円
909時間
1,000万円

家族労働2人で1,300㎡の栽培が可能で、
131万円程度の所得が期待できます。

8,000kg
168万円
1,077時間
68万円

家族労働2人で15aの栽培が可能で、
102万円程度の所得が期待できます。

4,200kg
68万円
144時間
27万円

家族労働2人で平均45aの栽培が可能で、
123万円程度の所得が期待できます。

2,000kg
68万円
306時間
20万円

家族労働2人で平均80aの栽培が可能で、
160万円程度の所得が期待できます。

Step 2 Step 3 Step 4

移住就農まるごと支援事業

県農業公社移住就農コーディネート

新時代を勝ち抜く！農業夢プラン
応援事業（新規就農者定着支援）
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4,150kg
30万円
64時間
4万円

家族労働2人で1haの栽培が可能で、
40万円程度の所得が期待できます。

650kg
31万円
87時間
12万円

家族労働2人で1haの栽培が可能で、
122万円程度の所得が期待できます。

31,000本
118万円
671時間
47万円

家族労働2人で1haの栽培が可能で、
472万円程度の所得が期待できます。

22,680本
267万円
514時間
112万円

家族労働2人で2,000㎡の栽培が可能で、
224万円程度の所得が期待できます。

85



6

40,500鉢
203万円
1,863時間
45万円

家族労働2人で2,000㎡の栽培が可能で、
90万円程度の所得が期待できます。

750kg
108万円
427時間
73万円

10,065kg／頭
4,889万円
4,221時間
612万円

32頭
1,476万円
2,782時間
251万円

89頭
9,081万円
2,854時間
473万円

24頭
2,465万円
3,057時間
388万円

89頭
9,081万円
2,854時間
473万円

24頭
2,465万円
3,057時間
388万円

4

混合（ブルークロップ等）

家族労働2人で30aの栽培が可能で、
219万円程度の所得が期待できます。
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就農定着支援チーム就農定着支援チーム
   新規就農者、特に農業以外から参入してくる方が自ら農業経営を開始するためには、様々な課題を解決す
る必要がありますが、本人の自助努力だけでは難しい場合が多く、関係機関・団体が総力を挙げて支援を行
う必要があります。
　このため、秋田県では、全ての地域振興局単位に、就農関係機関・団体の実務担当者を構成員とする「就農
定着支援チーム」を設置し、就農希望者の円滑な就農と地域への定着をサポートしています。

就農希望者本人からの要請に基づき、次のような支援を行います。
　・営農プラン作成に向けたアドバイス
　・農地・住居・中古農機等の情報収集・提供
　・公的補助・融資制度の紹介と有効活用に向けた支援
　・生産技術・経営管理ノウハウなどの指導
　・地域への溶け込みのサポート

「どんなことを支援するの？」

・地域振興局農林部（農業振興普及課）、市町村、
・市町村農業委員会
・農業協同組合
・地域内の指導農業士
・県農業公社の新規参入サポート専門員　など

「チームのメンバーは？」

○○地域就農促進会議

就農希望者就農希望者

重点
支援

（情報共有の場）

振興局

農　委 農　協

市町村

県公社 その他

案件毎に
「担当チーム」

を編成

案件毎に
「担当チーム」

を編成

○○地域就農定着支援チーム
（個別案件のサポート）

新規就農者の確保・育成における支援事業

新規学卒者

Ｕターン者

新規参入者

秋
田
県
内
で
就
農
・
定
着

支援体制

【各地域振興局・市町村等】 就農相談から研修、就農準備、定着支援まで総合的にサポート

就農相談

▼

Step 1
技術習得

▼

就農準備

▼

就農定着

▼
就　農
▼

「就農定着支援チーム」
によるフォローアップ

研修機関・営農現場
における実践研修

県農業公社の相談活動等
（3）“秋田で農業を”定着サポート事業

ミドル就農者経営確立支援事業 【県】

農業次世代人材投資資金（準備型） 【国】 農業次世代人材投資資金（経営開始型） 【国】

（4）県受入体制整備費 （各種研修の体制づくり）

（県内農業法人・先進農家等での短期・中期研修）

（3）“あきたで農業を”定着サポート事業

（1）啓発・準備研修

農の雇用事業 【国】

○農業経営準備研修
　（座学+実習研修）

○農業高校生インターンシップ研修
　（県内先進農家等での短期研修）

（2）未来を担う人づくり対策

○未来農業のフロンティア育成研修
　（2年）

○地域で学べ!農業技術研修
　市町村実験農場や先進農家等での研修
　（2年以内）

○農業青年海外研修
　※（（公社）国際農業者交流協会事業活用）

（5）

（機械・施設の導入支援）
　・認定就農者　補助率1/3以内 

　・農外からの新規参入者　補助率1/2以内

移住就農まるごと支援事業

（移住就農者へのハード・ソフト支援）

市町村との連携強化

4

9,600kg
268万円
909時間
1,000万円

家族労働2人で1,300㎡の栽培が可能で、
131万円程度の所得が期待できます。

8,000kg
168万円
1,077時間
68万円

家族労働2人で15aの栽培が可能で、
102万円程度の所得が期待できます。

4,200kg
68万円
144時間
27万円

家族労働2人で平均45aの栽培が可能で、
123万円程度の所得が期待できます。

2,000kg
68万円
306時間
20万円

家族労働2人で平均80aの栽培が可能で、
160万円程度の所得が期待できます。

Step 2 Step 3 Step 4

移住就農まるごと支援事業

県農業公社移住就農コーディネート

新時代を勝ち抜く！農業夢プラン
応援事業（新規就農者定着支援）
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定植・直播

移植（10ha規模）

（10haで422万円の所得）

580kg
11万円
16時間
4.2万円

移植（30ha規模）

（30haで1,135万円の所得）

580kg
11万円
13時間
3.8万円

直播（5ha規模）

（5haで113万円の所得）

540kg
10万円
13時間
2.2万円

直播（5ha規模）

（5haで113万円の所得）

540kg
10万円
13時間
2.2万円

3,200kg
84万円
246時間
26万円

家族労働2人で夏どり40a、冬どり20aの栽培が
可能で、120万円程度の所得が期待できます。

1,000kg
82万円
282時間
22万円

家族労働2人で60aの栽培が可能で、
133万円程度の所得が期待できます。

4,200kg
233万円
1,355時間
92万円

家族労働2人で1,000㎡の栽培が可能で、
92万円程度の所得が期待できます。

主な品目の収益性

就農希望者の思いや抱える条件は様々ですが、
想定されるタイプ（コース）と就農支援は次のとおりです。

農家の跡継ぎとなる新規学卒就農者や、他産業従事から農業へと切り替えるＵターン就農者などの場合です。

①相談段階：就農希望の早期把握と就農相談による方向付けを行います。　
最初の相談窓口は、市町村や県の地域振興局農業振興普及課などを想定しています。

②研修段階：「未来農業のフロンティア育成研修」などの実践研修により、技術の習得や経営管理能力
の向上を図ります。
フロンティア研修では、「私の経営計画」の作成を通じて、その後の具体的な一歩を踏み
出しやすくします。

③準備段階：技術・経営指導とともに、国や県の補助事業・制度融資などを活用し、初期投資の軽減と
経営安定に向けた支援を行います。

④定着段階：指導農業士によるマンツーマン指導や、農業近代化ゼミナール活動などを通じた若手
農業者どうしの研鑽・交流活動などにより、更なるスキルアップを応援します。

新たに農業経営を開始しようとする、農業以外からの新規参入者などの場合です。
すぐに経営開始を希望する場合と、農業法人等で働いて相応の経験を積んでから独立を希望する場合の２通り
が想定されますが、いずれも自らの営農基盤を持たないことから、就農定着支援チームなどによる手厚い
サポートが必要です。

①相談段階：最初の相談窓口は、県新規就農相談センターなどを想定しています。
農業経験が少ない方には、「就農準備講座」の受講を通じて、本人に就農の可能性を考え
ていただきます。

②研修段階：生産から販売までを学ぶ「地域で学べ！農業技術研修」や、農業法人等で働きながら学ぶ、
国の「農の雇用事業」などの研修制度を活用し、技術の習得を支援します。

③準備段階：就農定着支援チームによるサポートを行うことにより、営農基盤の整備等に向けた
準備を進めていきます。
１の③の技術・経営指導や「新規就農者経営開始支援事業」による施設・機械等の導入支
援に加え、「移住就農まるごと支援事業」による営農開始時の立ち上げ経費などへ助成を
行い、経営を軌道に乗せるまでのリスクの軽減を図ります。

④定着段階：就農定着支援チームが継続的にフォローアップしていきます。

農業法人等で従業員として農業に携わろうとする者などの場合です。

①相談段階：最初の相談窓口は、新規就農相談センターなどを想定しています。
雇用就農先の確保に当たっては、ハローワークによる職業斡旋とともに、無料職業
紹介所の機能を持つ県新規就農相談センターの機能を最大限に活かしていきます。

②研修段階：国の「農の雇用事業」などの研修制度を活用し、就農希望者の技術習得を支援して
いきます。

③準備段階：農業法人等に雇用され、現場で仕事をしながら技術を習得します。

④定着段階：雇用就農後において独立を希望する場合は、２コースに準じて対応します。

タイプ別の就農支援のプロセス

1 学卒者・Ｕターン就農者（経営継承）コース

2 参入者（独立就農）コース

3 参入者（法人就職）コース
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　秋田県は、東京のほぼ真北約450kmの日
本海側にあって、北緯40度線が横断しており、
北京、マドリード、ニューヨークなどとほぼ同
じ緯度上に位置しています。県土の総面積は
11,612 で、南北181km、東西111kmに及
び、県全体の70.8％を森林が占めています。
全国の都道府県では6番目の広さで、東京都
の約5.3倍に相当します。
　気候は日本海岸気候で、冬期間の積雪寒冷
気象は農業振興を図るうえで制約条件となっ
ています。しかし、夏期は梅雨が短く、比較的
冷涼な気候であることから、野菜、花きの高
品質生産を図るうえで好適な条件となってい
ます。

　秋田県の農業は、積雪寒冷地
という立地条件に加え、全耕地
面積のうち、田が87.3%を占
めていることから、稲作に偏重
した生産構造となっています。
　農家数は、平成27年48,933
戸と年々減少してきています。
　しかし、専業農家の割合は
25.0%と20年前（平成7年）と
比較して17.1ポイント上昇し
（3,328戸増）、5ha以上を経
営する大規模農家の割合も
13.8%と20年前より10.5ポ
イント上昇（2,422戸増）してお
り、専業化と農地の集積により、
大規模化が進んでいます。
　農業就業人口は、54,642人
と減少傾向にあるほか、65歳
以上の割合は63.9%と高齢化
の進行は一層顕著になってい
ます。

　平成26年の農業産出額は、前年より243億円減少して1,473億円と
なり、全国における順位は、ここ数年20位前後となっています。
　産出額が減少した主な要因は“米”で、前年に比較して239億円減少し
ており、10アール当たり収量は596kgと前年より増加したものの、販売
価格が低下したことによるものです。
　一方、野菜や畜産は横ばいですが、花きは増加傾向にあり、26億円と
なっています。
　内訳をみると、米が52.5%、畜産が22.5%、野菜が16.0%、果実が
4.3%などとなっています。
　なお、これまでの推移を長期的に見ると、昭和60年から約25年の間に
農業産出額は大幅に減少（▲1,702億円）しましたが、米に依存する傾向
は（昭60：67.9%→平26：52.5%）徐々に低下しております。
　産出額の減少は、米の減少によるところが大きく、減少額1,702億円
のうち、米が1,382億円（81.1%）と大部分を占めております。この他、畜
産が141億円、果実が57億円、野菜が28億円それぞれ減少しておりま
す。

米
773億円
52.5%

米
773億円
52.5%

億円 3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

3,175

2,057
1,849 1,733

1,494
1,732

1,877

■米　■野菜　■果実　■畜産　■その他

合　計
1,473億円
（平成26年）

野　菜
235億円 16.0%

果　実
63億円 4.3%

畜　産
332億円 22.5%

その他
70億円 4.8%

S60 H12 H20 H21 H22 H23

1,716

H25

1,473

H26H24

平成26年 部門別農業産出額

県の事業～”未来農業のフロンティア育成研修”
こちらの受付窓口は、就農する市町村です。

未来農業の
フロンティア育成研修

未来農業の
フロンティア育成研修

■研修希望者の受講資格

 県と市町村が協調して研修奨励金を交付します。

 ［交付額］7.5万円程度／月（2年間）

・就農前の2年間、農業試験場や農業法人などで基礎研修と現地研修を受講（4月開講）します。
・お問い合わせは裏表紙の各地域振興局農林部農業振興普及課へ

※この他に、県外在住者を対象とした”あきたで農業を”定着サポート事業などがあります。

次に掲げる要件を満たし、市町村長の確認が得られる方
①新たに農業を始めようとする方又は現に農業を営む
方で、農業で自立しようとする意欲が高く、研修修了
後の県内就農が確実と見込まれる方。

②申請時の年齢が、おおむね45才未満の方

■農業次世代人材投資資金（準備型）が活用出来ます。この場合には、研修奨励金は交付しません。

県の事業～”地域で学べ！農業技術研修”
こちらの受付窓口は、就農する市町村です。

■研修対象者の要件

・就農前の1～2年間、市町村の実験農場や農業法人などの先進経営体で現場実践型の研修をします。
・お問い合わせは裏表紙の各地域振興局農林部農業振興普及課へ

※研修生を受け入れた先進経営体には、研修生1人当たり月4万円以内の謝礼が支払われます。

次に掲げる要件を満たす方
①新たに農業を始めようとする方又は現に農業を営
む方で、農業で自立しようとする意欲が高く、研
修修了後の県内就農が確実と見込まれる方。

②申請時の年齢が、おおむね50才以下の方

■農業次世代人材投資資金（準備型）が活用出来ます。この場合には、研修奨励金は交付しません。

国の事業～”農業次世代人材投資資金（準備型）”
こちらの受付窓口は、秋田県農業公社です。

農業次世代人材投資資金
（準備型）

農業次世代人材投資資金
（準備型）

 農業技術等の研修中に、資金を交付します。

 ［交付額］150万円／年（最長２年間）

・県が認めた研修機関や先進農家・先進農業法人で研修を受ける方で、以下の要件を満たす方が対象です。

※・県が実施する「未来農業のフロンティア育成研修」、「地域で学べ！農業技術研修」を対象にすることが
　  出来ます。

①就農予定時の年齢が原則として45歳未満の方 
②県が認めた研修機関等で概ね1年以上研修する方 
③研修終了後1年以内に就農する以下のいずれかの方 
・ 自ら農業経営を行う方（独立・自営就農）
・ 農業法人に雇用されて就農する方（雇用就農）
・ 親元就農し、5年以内に経営を継承（所有権移転が
必要）するか農業法人の経営者になる方（親元就農）

①適切な研修を行っていない場合
②研修終了後1年以内に独自・自営就農、雇用就農又は親元就農しなかった場合
③親元就農者が就農後5年以内に農業経営を継承（所有権移転）しなかった場合
④独自・自営就農者が就農後５年以内に認定新規就農者にならなかった場合
⑤独立・自営就農、雇用就農を交付期間の1.5倍（最低2年間）の期間継続しない場合
⑥就農状況報告、住所等変更報告、就農報告を行わなかった場合

■準備型資金の留意点（資金の返還となる場合）

地域で学べ！
農業技術研修
地域で学べ！
農業技術研修

 県と市町村が協調して研修奨励金を交付します。

 ［交付額］7.5万円程度／月（1～2年間）
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公益社団法人 秋田県農業公社（新規就農相談センター）
〒010－0951 秋田市山王4－1－2 秋田地方総合庁舎内

ホームページ  http://www.ak-agri.or.jp

（H29年3月現在）（H29年3月現在）

鹿角市花輪字六月田1

北秋田市鷹巣字東中岱76-1

能代市御指南町1-10

秋田市山王4-1-2

由利本荘市水林366

大仙市大曲上栄町13-62

横手市旭川1-3-41

湯沢市千石町2-1-10

018-5201

018-3393

016-0815

010-0951

015-8515

014-0062

013-8502

012-0857

鹿角地域振興局
農林部 農業振興普及課

農業振興普及課名 〒 所　在　地 担当地域

TEL 0186-23-3683

FAX 0186-23-7069

電話番号
F A X

TEL 0186-62-1835

FAX 0186-63-0705

TEL 0185-52-1241

FAX 0185-54-8001

TEL 018-860-3413

FAX 018-860-3363

TEL 0184-22-8354

FAX 0184-22-6974

TEL 0187-63-6110

FAX 0187-63-6104

TEL 0182-32-1805

FAX 0182-33-2352

TEL 0183-73-5180

FAX 0183-72-6897

鹿角市、小坂町

大館市、北秋田市、
上小阿仁村

能代市、藤里町、
三種町、八峰町

秋田市、男鹿市、潟上市、
五城目町、八郎潟町、
井川町、大潟村

由利本荘市、
にかほ市

大仙市、仙北市、
美郷町

横手市

湯沢市、羽後町、
東成瀬村

北秋田地域振興局
農林部 農業振興普及課

山本地域振興局
農林部 農業振興普及課

秋田地域振興局
農林部 農業振興普及課

由利地域振興局
農林部 農業振興普及課

仙北地域振興局
農林部 農業振興普及課

平鹿地域振興局
農林部 農業振興普及課

雄勝地域振興局
農林部 農業振興普及課


